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第９回岡山市一般廃棄物処理業等合理化専門委員会会議概要

１ 日 時 平成１６年１月２２日（木） 午前９時３０分～午前１１時５分

２ 場 所 岡山市役所 本庁舎３階 第３会議室

３ 出席者

委 員：奥田節夫委員長、真鍋惠美副委員長、兼松久和委員、蜂谷弘美委員、

平松掟委員、福田好子委員、横田康子委員

岡山市：井口助役、小林環境局長、井上下水道局長、守屋環境事業部長、河内経営総

務部長、渡辺建設部長、住宅環境事業部次長、白神下水道経営総務部次長、

古田次長、三垣次長、渡辺事業管理課長、成石事業管理課調整主幹、三宅事

業管理課長補佐、小寺総務法制課員、その他関係職員

４ 事務局 保﨑環境総務課長、多田環境総務課長代理、岩本環境総務課主事

５ 傍聴者 ８人

６ 会議の概要

（１）開 会

冒頭、奥田委員長から傍聴者の傍聴許可について提案がなされ、了承され、傍聴者

が入室し、議事に入る。

（２）議 事

１．「１台当たりの減車支援額の算定」に関する当局の補足説明

来年度以降の合理化事業に関して委員会の提言をとりまとめるのに先立ち、各委員か

ら質問の多かった支援額の算定根拠について、委員長が当局の補足説明を求めた。

岡山市当局から、 に基づいて、概略、次「１台当たりの減車支援額の算定」（資料）

のとおりの補足説明がなされた。

１ 支援額算定の目的等について

(1) 下水道の整備によりし尿処理業者が影響を受けて経合理化事業計画策定の趣旨

営が不安定になることで岡山市のし尿収集体制に支障が出る。市は直営のし尿収集

を拡大することもできるが、許可による場合よりもコストが高くつく。そこで、合
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理化事業計画を策定し、し尿処理業者が規模を縮小させ、転業を図りながら、適正

な収集体制が確保できる施策を実施すること有効である。

(2) し尿処理業者は、代替業務を通して知識、技術、経なぜ代替業務による支援か

験等を積み事業転換を図ることができる。また、金銭による支援ではなく代替業務

による支援としたのは、新たな支出を伴わないため、市民負担を回避できるという

メリットもある。こう考えて代替業務を提供することとしたが、合特法には、し尿

処理業者の転業を支援するための基準は定められておらず、各自治体の判断に任さ

れている。１台当たりの転業支援の適当な基準がないため、営業補償の考え方を参

考とすることとした。したがって、実際に営業補償を実施するわけではない。

２ 支援額算定手法としての営業補償の考え方について

(1) 公共事業の施行による土地等の取得または土地等の使用に伴い、営業補償とは

通常生ずる営業上の損失を補償しようとするもので、想定される損失補償を見積も

り、損失項目を積み重ねることにより補償額を確定する。

(2) 公共事業の施行により通常生ずる損失補償。「営業営業補償で対象とする損失

廃止の補償」、「営業休止の補償」、「営業規模縮小の補償」の３類型あるが、今

回最も妥当なのは「営業廃止の補償」、つまり「公共事業の施行で営業活動が不可

能になる場合の補償」であるので、これを参考とする。

３ １台当たり減車支援額算定の適用基準等について

(1) 国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償基準（平成13年１月６日国適用基準

土交通省訓令第76号）（以下「補償基準」という。）を補償項目についての考え方

の根拠とし、その運用方針を積算の参考とする。補償基準第47条が「営業廃止の補

償」を定めている。

(2) 下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業なぜ国土交通省の補償基準を使うのか

（し尿処理業）に係る補償については特に準拠すべき補償基準がないので、「公共

事業の施行による損失」という観点から、この考え方を参考とした。

(3) 岡山市のし尿の収集・運搬については、直営と許可業営業補償額算定の該当基準

者で区域割りを行い、許可業者は許可区域において事実上独占的に営業ができ、ま

た台数を限定（現在46台）して許可している。また、各社１台ごとの収集区域も通

常定められた中で業務が行われている現状から、１台ごとに営業権があると想定し

た。岡山市が下水道整備を推進すること（公共事業の施行）によって、１台当たり

の収集業務が縮小され営業を継続することが不可能となる。これは、営業廃止の補

償に該当すると考えることができる。

４ 各補償項目について

１ 営業権とはどういうものかというと、行政庁の免許に基営業権に相当する補償

づき他に独占して利益を得る場合と商法上の「暖簾」とがあり、企業の持つ営業上

の収益力が他の業種の平均的な収益力に比較して超過している場合、その超過して

いる部分（超過利潤）を生む原因となっている一種の無体財産権のことをいう。し
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尿処理業の場合、前述したように独占的分野が保持されており、この「将来の超過

収益力を資本化した価値」を営業権と評価できるという考え方である。し尿処理業

は、その営業権の取引価格が特に定められていないため、補償基準に準じた方法で、

「将来生むと期待される超過収益の現在価値の総和を求める」もので、この計算式

の考え方は資料の７ページ目に示している。

２ バキュームカーの現在価格から売却価格を引いた器具・備品等の売却損の補償

額が通常の損失額であるという考え方で、今回は、95％減価償却した残りの５％を

補償するという考え方をとり、５％分の31万3,000円となった。

３ 業者規模も相違し、減車により事業転換従業員の解雇予告手当に相当する補償

するに当たって従業員の調整がつかず、解雇予告期間の猶予がない場合を想定して

この項目を上げている。

４ １の営業権は、いわゆる既得権を評転業に必要とする期間の収益相当額の補償

価して鑑定評価額的なものを出したのに対して、４は、転業を図るのに新たな業務

を始めると２年程度の立ち上げ期間が要るので、その間の収益額を補償するという

考え方である。

５ 解雇する従業員に支払う補償であるが、今回の目的は転業支援であ離職者補償

り、業者・従業員に知識、技術、経験等を積ませるためのものであるので、業者の

業務転換のための投資及び従業員の教育等に充てるという考え方も含めて離職者補

償の項目を上げている。

いずれにしても、５項目の補償項目を実際に補償するのではなく、支援額算定のため

の手法としてこの５項目を使い、１台当たりの支援額を決定した。

以上の当局説明に関して、次のとおり質疑が行われた。

：営業権等というのは「行政庁の免許に基づき他に独占して利益を受ける場合と商委 員

法上の「暖簾」がある」というが、本件の業者の場合、これに当たるのか。

：し尿収集業は、岡山市の方から許可を出しており、しかも区域割りをしていると岡山市

いうことで、事実上そこの地区で独占的に営業できるということがあるので、

「行政庁の免許に基づき他に独占して利益を受ける場合」というものに当てはま

ると考えている。この事実上の利益が、今回は営業権という法的なものにまで高

められたものと想定して算定している。

：それは岡山市役所の独自の解釈では。単に許可というのと免許を与えてやるとい委 員

うのの区別についての説明をお願いしたい。

：特許の場合には、割と独占的なものというのがわかりやすいが、許可の場合には、岡山市

通常営業を禁止しているのを許可が出れば自由に営業できるだけ、ということで

あって、許可によって特定の法的な権利が与えられるという関係に、必ずしもあ

るとは言えないが、岡山市の場合には、し尿処理業に関して言えば独占的に区域

割りをしているので、そこで許可に基づいて他に対して独占して利益を受ける地

位が与えられているという事実状態がある。これを営業権そのものと認定するの

かどうかということだが、これは必ずしも営業権というふうにはっきり規定する
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わけではなくて、今回の代替業務支援額を確定するためにこういう考え方を援用

して算定するという考え方だ。

：だから許可を与えることによって得るのは、単なる反射的な利益であって、この委 員

仕事の内容から地区割りをしたというだけであって、それがその地域において未

来永劫に独占的にやれるというのではなく、社会が進み、科学が進んでいけば、

当然その許可も変遷するというのは事実だ。だから、し尿の許可についていえば、

免許でないとすれば、極論すれば、そういう制度がなくなると必要なくなるんだ

から、今まであっただけでもいいと思っていただきたい、法律上単なる反射的利

益だからゼロじゃないか、という議論をする余地もあるのではないか、理論上。

：行政法の理論上は、許可というものは反射的利益にすぎないという考え方も成り岡山市

立ち得るが、今回は転業支援をしなければいけないということで、その総額を確

定するための基準として、つまり、一体どれだけの支援をすれば転業を果たして

もらえるのかということで、資料７ページに書いてあるように、260万円ずつの

収益を下水道がなければずっと上げていくことができたという想定のもとに、こ

の地位と同じだけの額を支援すれば転業を果たしてもらえるのではないか、とい

う考え方で援用しているにとどまる。

：援用である以上は、それをずばり当てはめるべきものではないのではないか。も委 員

ともとこの「公共用地の取得に伴う損失補償」というのは、本件のような車一台

一台に当てはめていくのがいいかどうかという問題がある。許可によってその事

業をやっていて、もう許可が必要なくなった、つまり反射的利益しかないものに

ついて、公共用地の場合の基準を当てはめるということについては違和感がない

か。

：営業補償を適用するかどうかの要件に当たるものが５項目あり、「法令等の規制岡山市

で営業場所が限定または規制される場合」、「特定地に密着した店舗等の場合」、

「営業場所が物理的または社会的条件により限定される業種の場合」、「騒音、

振動、臭気等を伴う業種で社会的条件により営業場所が限定される業種の場合」、

「生活共同体を営業基盤とする店舗等であって、当該生活共同体から移転するこ

とにより営業再開が特に困難と認められる場合」の５項目があり、この中の、例

えば「法令等の規制」については、たばこ小売業であるとか公衆浴場等、こうい

うものが対象となる。それから「営業場所が物理的または社会的条件に限定され

る業種」というのが、例えば貸ボート業とか釣り船業、小型造船所業等で、その

場所でないとできないというところを補償するというものもある。こういったも

のが営業廃止の補償の対象となる。今回のし尿処理業も区域を定めてその区域で

許可を出しており、こういった例を参考にしながら、損失補償基準を適用してい

る。

：転業支援だから、業者によってもう転業が済んでる業者と済んでない業者の間で委 員

格差をつけるべきではないか。し尿事務量がもう14分の１、10分の１にすぎない

というところと３分の１というところを同じ割合で出すということは、これは逆

に差別をすることになるのではないか。
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：多角経営については、国の方にも照会しているが、合特法は多角経営による転換岡山市

は考えていない、し尿処理部門のみを見る。市の基本的な責務であるし尿処理行

政の中で考えてくださいということだ。し尿処理部門のみを見て１台ごとの支援

を算定するのであり、その会社自体の補償ではないという考え方のもとに進めて

いる。

：「支援に差をつけては」ということだが、１台の減車が発生し、その営業と車と岡山市

従業員の転廃を実施しなければならないというのは各社共通だと考えている。そ

れともう一つ「転業が図られているところはいらないのでは」ということだが、

確かに転業が図られて８台のうち２台ぐらいになっているところもあるが、特に

こういう２台になっているところというのが、経営上かなり難しい問題も出てく

る。その経営の赤字を他の黒字部門で埋めてほしいということも言えない。そう

いう２台でこれからも収集していただくためには、それなりの転業の支援という

ものが必要だと考えている。

：本来どんなものでも未来永劫続くということはない。徳川家康が出したお墨つき委 員

も、徳川時代は随分もったようで、たかが250年。御維新の明治政府が続いて

80年。今ここで下水道ができてくれば、し尿処理の仕事はなくなるっていうこと

は50年前からわかっていて転業をしてきた。単なるこれは許可業務であって、必

要がなくなったら、昔なら御苦労さまですということで許可を取り消して済んだ

わけだ。これをゼロにしろとは言わないけども、この4,800万円というのは、ち

ょっとこれは手厚過ぎる。我々市民代表という委員会としては、けた外れじゃな

いか。市民感覚としては高過ぎるんじゃないか。

：皆さんのご意見を見ると、１つは、１の営業権に相当する補償をすべきかどうか委員長

という根源的な問題。それから、解雇予告手当というものは、実際何年も前から

こういうことになっていくのがわかっているのに要るのかと。それからもう一つ

は離職者補償について、本当に離職者に支払われるのかと。合特法の精神は大事

にしなければいけないけども、個々の項目については、やはりそれぞれの地域の

実情や、その自治体の経済的なゆとりがあるかどうかということもあるので、我

慢してもらわなければならないところもあるように思う。それからまた業者の方

について言うと、例えば転業についても、若い技術者が多くて、これからいろい

ろ勉強されれば幾らでも新しい方法についていけるようなところと、それからお

年寄りが多くて、もうくみ取りがなくなったら転業は難しいというようなところ

と、かなり営業形態が違うように思う。ある項目については、一律にやらざるを

得ないところもあるだろうと思うが、やはり実態に応じた、それから市民の皆さ

んの感覚に近いものも求めていくということも大事だろうと思う。ただ、それじ

ゃどういう公式でどうするか、ということを今新しくここでつくり出すというこ

ともなかなか難しいと思う。

：営業権に相当する補償のところで、例えば高速道路が通るから家が立ち退きにな委 員
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るというとき、その町内に５軒家があるから５軒一律の補償、ということあり得

ない。一軒一軒がきちんと家屋なり何なりを算定してもらって補償するというの

が当然のことだと思う。一方では、公共用地の取得に伴う補償基準を使うと言い

ながら、もう一方では各業者の状況がどうあろうとすべて一律で算定するという。

一台一台暖簾代があるというのであれば、一台一台算定していってもいいのでは

と思うがどうか。もう一つ、公共工事が減ったからつぶれる会社はたくさんある。

今回のように、公共から来るものが減るからそれに対する補償をきっちりしても

らうということなら、どんな会社もつぶれない。下水道が通ってし尿収集量が減

るということで今までも転業してきている。その転業支援を今まで代替業務とい

うことでやってきて、転業が図られているという側面も大きいのではないか。

：まず１つ目の「なぜ個々にできないのか」という点については、先ほどの高速道岡山市

路のお話のような場合であれば、現実に収用という時点で個別に事情を勘案しな

がら補償額を算定するということになるが、今回は向こう５年間を予測した上で

の転業支援であり、減車発生年度が各社によってまちまちだ。平成17年に減車す

る業者もあれば19年に減車する業者もある。そのときに、その各業者さんがどう

いう状況であるのかというのは予測しがたいところがある。たまたま現時点で多

角経営が成功しているところもあるかもしれないが、それが一歩間違えば極めて

厳しい状況になっているかもしれない。それを合理的に推測するということは極

めて困難だ。そういう中で向こう５年間を見通した場合に、果たして個別の事情

を勘案しながら１車当たりの転業支援額を合理的根拠をもって説明できるかとい

うと、なかなか難しいと思う。そういう状況がある中で、結局１台ずつ減らさな

ければいけないという影響はどの業者も等しいだろうということで、こういう一

律の基準でいくのも仕方がない面があると思う。

２点目の「既に今までの代替業務によって転業が図られているという面をどう考

えるのか」という点については、ここでの市の考え方というのは「１台の車ごと

の営業権の転業」という考え方をとっている。昭和51年から合理化事業が始まっ

ており、当時収集車両が50台あり、今回の許可更新に当たって十数台減車するこ

とになり、この十数台分の営業の転業を今までの代替業務によって図ってきたと

いうことになる。今回問題にしているのは、向こう５年間でさらに転業が必要に

なってくる５台分、５つの企業と見てもいいが、この５つの営業をどうやって転

業させるかということである。これまでの代替業務はこれまでの減車分、今後の

合理化事業は今後発生する５台分の営業の転業分、というふうに分けて考えるこ

とが必要になると考えている。

それと、「公共工事の発注が減っていって厳しい状況の中で、これだけ公共から

支援してもらえるのならどの業者も助かる」というお話だが、し尿業についても、

基本的には各業者ごとの企業努力によって転業を図っていくというのはそのとお

りだと思うが、それではなぜ合特法というものが制定されているのか、し尿処理

業だけが特別なのか、ということになるが、これは廃棄物処理法の市町村の処理

責務と切っても切れない関係にあると思う。し尿処理業というのは、市町村のし

尿収集という責務を、ある意味補完して民間でやっていただいているということ



-7-

で、赤字になったから苦しいから、し尿部分をもう切ってほかに移ってしまうと

言われてしまうと、これは市町村の責務を果たす上で重大な支障が生じてしまう、

市民生活に影響が生じてしまう、それを何とかカバーできないかという中で生ま

れたのが合特法であるという経緯もあるので、端的にほかの業態と一括して考え

ることができるかどうかというのは、なかなか難しい面があると感じている。

：許可というのは、渡したら一生のものなのか、１年ごとの更新なのか。委 員

：廃掃法上は２年ごとの許可更新だ。岡山市

：許可というものはそんなものだ。大体１年か２年の許可だ。それから、この合特委 員

法というのは損失補償ではないということは最高裁が確定した論理だ。だから、

そこにずばり用地の損失補償の規定をそのまま当てはめるということは、やっぱ

り難しいところもあるのではないか。

：支払われたものが目的に沿って使われるのか、これだけの予算を払って、後はも委員長

う会社へ配ってしまったらわかりません、ということではおかしいと思う。やは

り合特法の趣旨に沿って配られたものであるなら、その一銭までとは言わないが、

やっぱりちゃんとこういうふうに使われているんだということを追跡できるよう

なことは、これからはちゃんとやっていただかなければいけないと思う。

：もう理論的なことは出尽くしたと思うが、委員の意見は、ほぼ全員、現在の委 員

4,900万円については若干高いということだ。あまり智に働けば角が立つ、そう

かといって情に棹さして流されてもいけないが、ちょっと色をつけて落としどこ

ろをやっぱり探っていかなければいけないのではないか。

：この長年にわたってきた問題の解決に対しては、さまざまな観点があり、大きく岡山市

言えば、現在６億円以上の代替業務を出しているのを５億円弱の計画にしている。

それから、各自治体でやっている代替業務は、し尿処理業そのものが一応独占的

に今後も続くという中でそれに代わる業務として代替業務を出すというになるこ

とから、ある程度長くなる、もうほとんど独占的になるという傾向もあるが、今

回の計画では、５年でこれを終了させるという方向も出している。もちろん今さ

まざまに御指摘があるように、市民的な常識あるいは現在の深刻な経済状況とい

うようなことを考えてみたら額がどうなのか、というご指摘に対しては、やはり

我々もそこのところは真摯に受けとめて、今後、ご報告をいただいた中で、あら

ゆる努力をしてまいりたいと考えている。

：私も大正生まれだから義理人情とかそういうことは嫌いではないが、問題は、公委員長

共的な事業、特に経理については、やっぱり李下に冠を正さずというか、ちゃん

と説明義務があって、これはこういう根拠で、こういう予算をいただいて、その

使い方はこうだということを、常にやはり堂々と報告して市民の理解をいただく

ということが必要ではないか。
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：法律的に言うと、損失補償ではないという司法判断が出ているわけであり、それ委 員

なのに損失補償の規定を持ってくるのであれば、せめてその６掛けとか７掛けぐ

らいで。この問題についての長い歴史的連関から見て必要な事業だということも

よくわかるから、ゼロということは言わないが。もう一つ大事なことは、この利

益率10％だって、本当はわからない。把握できていない。会計報告の公開をきち

んと業者方に求めるということも、今後はすべきではないか。

：例えば和菓子屋さんで経営者がいて、従業員を使っているという場合に、経営者委 員

に対する離職者補償や解雇手当というのはない。それがないからこそ営業権とい

うものがきちんと規定されていて、営業権補償が得られると、それに対する補償

が得られる。それとは別に、従業員は従業員で離職者補償というものがある。と

ころがこのバキュームカー１台というのは、運転手と作業員と予備員３人で営業

していると。そうすると、普通のお店で考えるような経営者、代表取締役のよう

な人はここにはいない。３人で全部で営業しているにもかかわらず、３人みんな

が従業員という扱いだ。非常に矛盾すると思うが。

：１台ごとに考えるとはいっても、その車を管理したり人を管理するという総務管岡山市

理部門というのは本社にあるし、またその経営方針を打ち出すのも、また本社と

いうかその会社の経営陣がやっていると。そういう意味では、１台の車を現実に

動かすのは３人だが、それをどういうふうに動かすかとか、その人たちの人件費

等どういうふうに見るのかとかという、総務管理部門をやっている人間というの

は背景の会社の方にいるというふうに想定できるので、この部分が営業権に関す

る補償の中でみられていると考える。

：それだと、１台が独立した店舗に相当するような営業をしてるという説明と、ち委 員

ょっと矛盾しないか。

：もともと本当に１台ずつに店舗があって営業している独立した企業かというと、岡山市

これは違うということは、そのとおりだと思う。しかし、ここでは１台ずつ転業

支援をしていくために、そのような擬制をして支援額を確定している、というふ

うに考えざるを得ないと思う。

：確認するけども、最高裁の考え方では、この合特法については損失補償的性格で委 員

はないということを言い切っている。にもかかわらず損失補償の基準を持ってき

ているという矛盾はある。そこの市当局の認識を確認したい。

：最高裁の判例は、何もないところに合特法を根拠にして直ちに具体的な損失補償岡山市

請求権というものは発生しないということで業者の請求を棄却している。その一

方で、静岡市が政策としてやってきている支援の内容には、そういう補償的なも

のも含ませながら転業支援をやっているということであり、最高裁も、支援とは

言いながら補償の要素が全く払拭できるかというと難しい面もあるということは

認めていると思う。転業支援と言いながら、その基準がないということで、補償

基準を持ってこざるを得ないというところに難しさがあるが、これにかわる適正
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な基準が直ちに見出せないという状況の中では、やむを得ないということで御理

解いただきたい。

：要するに、合特法による業者の請求に対して、最高裁、高裁の判断は、損失補償委 員

請求権は認められないというふうに言い切っている。ただし、流れの中から、あ

る程度の補償の色彩はあると言っていると。それで、市が出してきた用地買収の

補償基準は、これは完全な損失補償に対する数式ですね。

：はい。岡山市

：でしょう。それから、この許可というのは２年ごとに更新されるということも間委 員

違いないですね。

：はい。岡山市

：ということ。委 員

２．提言とりまとめのための意見交換

支援額が高いことのほか、固液分離や中継輸送の位置づけの問題、減車の確保の問題、

事業の追跡調査の必要性などについて、提言書に盛り込むことについて意見が交わさ

れた。

（３）閉 会

事務局から次回の予定（１月２２日午前９時３０分から開催の予定）を説明し、閉

会。


